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要 約 

本研究では，Ｅ－ディフェンス振動台を用いた実大鉄骨造体育館試験体の加振実験のデー

タを用いて，屋根面の応答性状を把握し，天井の設計用外力の提案を行うことを目的とし

ている．その基礎的な検討として筆者らは，複数回加振を行った試験体の損傷によって固

有振動数が低下することを確認した．本報では，試験体屋根面における加速度計から計測

された加速度応答からFDD法を試験体損傷による減衰定数とモード形状の分析を行った．

減衰定数は試験体が損傷すると上昇し，試験体の1次のモード形状は，損傷しても大きく

変化しないことを確認した． 
 

キーワード： Ｅ-ディフェンス，鉄骨造体育館，実大試験体加振実験，モード形状，加

速度線形補間  

 

 

1.はじめに 

 

避難拠点となる学校体育館等の大規模建築物は，大地震発生の際も使用可能であり余震に耐えうる施

設であることが求められている．しかし，2011 年東日本大震災では本震に加え多数回発生した最大震度

6 弱以上の余震により，学校体育館では柱脚の損傷やブレース材の破断等の構造部材の被害および天井

材の非構造部材や照明の設備機器の落下被害が発生し，災害発生後の避難拠点として機能を満たさない

事例が報告されている 1)．また，天井の落下において死傷者の被害も報告されており，人命保護の観点

から天井脱落のメカニズムを解明することは喫緊の課題である． 

天井の落下被害のメカニズムを解明するうえで，地震時の屋根面の挙動は天井に直接伝わるため，屋

根面の応答を解明し分析することは非常に重要である．国土交通省は天井に関する基準を制定したが，

天井の吊り元となる屋根面は剛床仮定を前提とし，地震時における屋根面の複雑な挙動は考慮されてい

ない．屋根面の研究では，金子らが屋根面の柔性を考慮した実用上有効である簡易な振動特性の評価法

を示し，学校体育館を例題として手法の妥当性を検討している 2)．しかし解析モデルの検証に留まって

おり，実挙動との対応については議論されていない．また地震時応答特性を定量的に調査した検討事例
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は極めて少ない例えば 3)． 

本研究は，屋根面の応答を解明することで，天井の設計用外力を提案することを目的としている．そ

こで 2014 年に実大三次元震動破壊実験施設（以下，Ｅ－ディフェンス）において体育館を想定した大

空間建築物実験が実施された 4),5)．筆者らはこれまで，体育館の構造躯体の損傷と固有振動数および山形

形状を有した屋根面の応答性状を分析し 6),7)，固有振動数の変化を再現できる解析モデルの構築 8)を行っ

てきた． 

本報では屋根面の設計用外力の提案を目指した基礎的な研究として，振動特性のモード形状と減衰定

数に着目し，試験体の構造躯体の損傷により固有振動数が低下したときのモード形状と減衰定数の変化

を確認することを目的としている． 
 

2.試験体および解析モデルの概要 

 

2.1 試験体概要 

 試験体は鉄骨構造体育館の平屋建てである．平面寸法は平均的な屋内運動施設 9)や東北地方太平洋沖

地震で天井の全面脱落被害が多い 20ｍ以上のスパンの体育館 1), 10)-12)を参考とし，E-ディフェンス振動台

（15m×20m）を大きく超える 18.6m×30m とした．そのため，基礎梁ははみ出し梁となっている．屋根

は既存の体育館で多く採用されている山形形状とし，東日本大震災における被害との関連を分析した結

果からライズスパン比を 0.15，屋根勾配を 10:3 とした．試験体の最高高さは 9.09m である．建物試験体

内部には，吊り天井を設置した．実験期間中に天井の張り替えを行い，2 種類の天井で実験を行った 5)．

1 つは，国土交通省による技術的助言が出された平成 13 年以前の考え方で設計・施工された地震に対す

る対策のない既存の天井を模した未対策天井 13)，もう 1 つは平成 26 年 4 月 1 日より施行されている技

術基準 14)に基づく脱落防止対策が施された耐震天井 15), 16)である．なお，本報では耐震天井のみ検討を行

っている．また吊り天井の振動時の動きが外部から確認しやすいよう，屋根，外壁材は省略し，屋根材

においては等価の質量分を持つ鋼板（1m×1m×64mm）を大梁の上に 60 枚設置し，実際の体育館の挙

動を再現できるよう調節した．これは屋根の質量が建物の振動特性に与える影響が大きいためである．

図 1 に試験体全体写真，図 2 に屋根面の加速度計位置図を示す．図 2 より，屋根面の屋根ブレース端部

には RA01～35 の 3 軸計測（X：桁行方向，Y：梁間方向，Z：鉛直方向）が行える加速度計が屋根ブレ

ース端部に設置されているが，全てに設置されていない．本報では，加速度計が設置されていない位置

を点 A～R（図 2）とおく． 
 

 

2.2 加振計画 

 加振計画を表1に示す．試験体にはK- NET仙台波とJMA神戸波，ランダム波の全37ケースの加振を行

い，耐震天井の実験では，K-NET仙台波を5%，25%，50%，80%，100%の順で入力した後，JMA神戸

波を100%，150%で加振した．ランダム波は， 0.1～35 Hzの成分が含まれたランダム波で，最大加速度

が0.6 m/s2程度となるよう調整した波形であり，入力方向は梁間，桁行，鉛直方向の各方向と3方向同時

である．なお，伝達関数から算出した無損傷時（No.21）の固有振動数は，1次：2.47Hz（梁間方向），2
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次：2.87Hz（桁行方向），3次：3.08Hz（鉛直方向）である5)．試験体の固有振動数は，K-NET仙台波

50％（No.27）加振後に梁間，桁行方向が低下し，K-NET仙台波80％（No.30）加振後に桁行方向が約

43％低下した5)．また，K-NET仙台波80％（No.30）から屋根ブレースの塑性化がはじまり，K-NET仙

台波100％（No.32）では8割以上の屋根ブレースの塑性化を確認している5),6)． 

 

2.3 解析モデルの概要 

 大空間建築物試験体設計図を元に作成した鉄骨造体育館試験体の解析モデルを図3に示す．モデルの

鋼材種は，ブレース材をSNR400とし，その他をSS400のJIS規格とする．ブレース材はターンバックル

ブレース材であるが，モデルでは円柱とし，引張り専用要素とする．なお，本報において，本解析モデ

ルは3章で示す加速度未計測位置での加速度を付近の加速度計記録から線形補間する手法の妥当性検証

に用いられる。 
 

 

3.線形補間法による加速度応答の算出 

 

3.1 時刻歴応答解析結果を用いた加速度補間精度の検証 

 屋根面全体のモード形状を把握するためには，屋根面全体での加速度応答記録が必要となる．そこで，

加速度計が設置されていない位置の加速度応答を線形補間から算出する．解析モデルを用いて，屋根面

加速度計位置（図 2）の加速度計が設置されていない点 A～R と加速度計位置 RA03，15～21，33 に関

して，隣接する点から線形補間を行い，加速度応答を算出する．補間方法の整合性を確かめるため，桁

行方向に補間を行う方法と梁間方向に補間を行う方法を示す．入力波として試験体無損傷時（加振 No.21）

のランダム波 3 軸方向（表 1 参照）を解析モデルに入力し算出する．その際，フィルター処理としてロ

ーパスフィルター（Low Pass Filter, 以下 LPF），ハイパスフィルター（High Pass Filter, 以下 HPF）は LPF 

5.0Hz，HPF 0.50Hz とした任意の時刻 t における 2 点（i，j 点）の加速度を  txi ，  tx j とおくと，線形

補間法から求めたい点 k における時刻 t の加速度応答  txk̂ は以下の式で求められる． 

  
   
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tx ji

k
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ここで， , ：任意の係数比である． 
 算出した加速度応答  txk̂ に関して解析モデルから得られる加速度データ  txk との適合率を算出する．

以下に適合率（FIT[%]）の式を示す 17)． 
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ここで kx は次式で求められる． 
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図 4 に，式(3)で算出した各節点の適合率を示す．なお，図の横軸は加速度位置の節点 No.を示し，横

軸左側は適合率，右側は最大加速度応答を示している． 

 

 

 図 4 より，梁間，桁行方向の適合率は，2 つの手法において全ての点で 80％以上であり，精度よく補

間が行えた．鉛直方向は柱頭に位置する点 A～C，F，M，P～R，RA03，15，21，33 で適合率が低いが，

最大加速度応答が小さいため，屋根面のモード形状を求めるうえで大きな影響を与えないと考えられる．

点 D，E，N，O において鉛直方向の適合率が高いため，梁間方向に補間を行う方法を採用し，以降の検

討を進める． 
 

3.2 振動台加振実験結果を用いた加速度補間 

 3.1 節の補間法が実験で計測された加速度応答においても妥当か検討を行う．入力波は，試験体無損傷

時の加振 No.21，試験体の固有振動数の低下があらわれた後の加振 No.28，試験体の固有振動数が大幅に

低下した後の加振 No.31 のランダム波 3 軸方向とする．試験体屋根面の線形補間の加速度応答と計測さ

れた加速度応答の比較が行える RA03，15～21，33 の適合率を図 5 に示す．なお，図 5 の各点のプロッ

トは，左から加振 No.21，28，31 とする． 

 

 

 図 5 より，試験体無損傷時（加振 No.21）における中央部の梁間，桁行方向は，適合率が平均で 73％

であり，最低でも 60％以上となり，解析モデルと比べると最大で 3 割程度低下する．鉛直方向は，外周

部での適合率が低いが，中央部は 80％程度であり，全ての方向で概ね補間できている．加振 No.28 にお

ける梁間方向の適合率は，RA21 で大きな低下がみられるが，加振 No.21 と概ね同様の適合率である．

桁行方向も加振 No.21 と概ね同様の適合率を示し，鉛直方向中央部で 50％以上となった．加振 No.31 に

おける梁間，鉛直方向の適合率は，殆ど低下はみられない．  

(3)

図 4 解析値を用いた適合率（各位地につき，左から桁行補間，梁間補間の順）

図 5 適合率（各位置につき，左から加振 No.21，28，31 の順） 
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4．FDD 法を用いた固有振動数，減衰定数およびモード形状 

 

4.1 FDD 法の概要 

 モーダルパラメーターの同定手法として Frequency Domain Decomposition （FDD）法 18)が挙げられる．

FDD 法は，固有値が接近している場合でも応答加速度から精度よく動特性を推定できる．FDD 法により

応答加速度から特異値曲線を求め，それぞれの固有振動数に相当するピーク周波数の付近の特異値ベク

トルから，モード形状を推定する． 
 

4.2 鉄骨造試験体屋根面の固有振動数の変化 

 FDD 法を用いて屋根面の特異値を算出し，特異値曲線のピーク周波数から固有振動数を推定する．入

力波は加振 No.18～20 の各方向のランダム波と加振 No.21～37 の中の 3 軸方向ランダム波（表 1）とし，

屋根面の加速度計から計測された加速度応答から特異値曲線を算出する．加速度計が設置されていない

位置は，3 章の補間方法により加速度を求めた．試験体無損傷時（加振 No.21）における梁間方向の X3

通りに位置する加速度応答の特異値曲線を図 6 に示し，特異値曲線から求めたランダム波の各方向 1 次

の固有振動数を図 7 に示す． 
 

 

 

 図 6 より，FDD 法から推定した特異値のピーク周波数から，梁間方向の 1 次の固有振動数が 2.39Hz

であることがわかる．これは，伝達関数から算出した固有振動数 5)と近い値であることを確認した． 

 図 7 より，梁間方向の固有振動数は，K-NET 仙台波 50 %から低下していることが確認できる．桁行

方向も梁間方向と同様に K-NET 仙台波 50 %加振後で固有振動数が低下し， K-NET 仙台波 80 %の加

振後に大幅に固有振動数が低下しており，加振前後の低減率は 45 %である．鉛直方向を見ると地震動加

振後で多少の増減はあるが，他の方向に比べ大きな固有振動数の変化は見られない．固有振動数の低下

の大きな要因は，壁ブレースの塑性化であると考えられる 5),6)．また，全ての方向において伝達関数から

求めた固有振動数と，FDD 法から推定した固有振動数は，良い対応を示しており，精度よく同定が行え

たことを確認した．  

図 6 特異値曲線（梁間方向，加振 No.21）

図 7  FDD 法から推定した固有振動数

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 加振No.
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3.5 (Hz)

梁間方向 桁行方向 鉛直方向

K5% K25% K50% K80% K100% J100% J150%

例：
K3%：K-NET仙台波入力レベル3%
J5%：JMA神戸波入力レベル5%
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4.3 試験体屋根面の減衰定数の変化 

 特異値における各次数の範囲内 FDD 法を用いて算出した特異値曲線のピーク周波数に関してフィル

ター処理を行い，逆フーリエ変換して得られた自己相関関数の波形より，広義減衰を求める．4.2 節で算

出した特異値曲線のピーク周波数に関して 0.9～1.1 倍のバンドパスフィルターをかけ，逆フーリエ変換

して自己相関関数を算出する．自己相関関数を自由振動数の理論曲線に当てはめ，減衰定数の推定を行

う．図 8 に FDD 法より求めた自己相関関数（実線）と自由振動の理論曲線（破線）を示し，図 9 に推定

した減衰定数を示す．なお，図 8 における各曲線は，加振 No.18～20 のランダム波 1 軸加振と加振 No.21，

28，31 のランダム波 3 軸加振を入力した際の自己相関関数を示している． 

 
 

 

  

(a) 加振 No.18～20

(b) 加振 No.21

(c) 加振 No.28

0 1 2 3 4
-1.5E+05

0

1.5E+05

0 1 2 3 4
-1.5E+05

0

1.5E+05

0 1 2 3 4
-1.5E+05

0

1.5E+05

(d) 加振 No.31

図 8 自己相関関数（各図左から梁間，桁行，鉛直を示す） 

FDD 法 理論曲線
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例：
K3%：K-NET仙台波入力レベル3%
J5%：JMA神戸波入力レベル5%

図 9 FDD 法から推定した減衰定数
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図 8 より，梁間，桁行方向の自由振動の理論曲線は，試験体が損傷しても自己相関関数とよく一致し

ており，精度よく同定を行えたことがわかる．梁間方向の自由振動の理論曲線は，自己相関関数のピー

クを一部とらえてない場合もあるが，概ね一致していると判断できる． 

 図 9 より梁間方向の減衰定数は，固有振動数の低下を確認した K-NET 仙台波 50％加振後に上昇が確

認できる．桁行方向の減衰定数は，梁間方向と同様に K-NET 仙台波 50％加振後に上昇が確認でき，固

有振動数が大幅に低下した K-NET 仙台波 80％加振後で減衰定数が上昇していることが確認できる．鉛

直方向は，固有振動数と同様に概ね変化はみられない． 
 

4.4 無損傷時の試験体屋根面のモード形状 

 4.2 節で推定した特異値のピーク周波数における特異値ベクトルから振動モードの同定を行う.はじめ

に，本節では無損傷時の実験結果を用いて同定手法の妥当性を検証する．入力波は，試験体無損傷時の

加振 No.21 のランダム波 3 軸方向とし，屋根面の加速度計から計測された加速度から特異値ベクトルを

算出する．モード形状は試験体の中央に位置する RA18 を基準とし，各方向で基準化することにより推

定する．各方向の 1 次のモード図を図 10 に示す． 

 

 

 図 10 より，FDD 法により同定した結果は，概ね対称の形状となった。これは事前に行った解析モデ

ルの固有値解析結果のモード形状と比べて，一部異なる箇所があるが概ね一致することを確認している．

また，バンドパスフィルターを用いた同定 19)で得られたモード形状も一致することも確認しいる．以上

より，本同定結果は妥当であると考えられる．  

図 10  FDD 法から推定した固有振動数

FDD法 基準

X1 X7X6X5X4X3X2

Y2

Y3

Y4

Y5

Y6

Y7

Y1

(a)  梁間方向（XY平面）

X1 X7X6X5X4X3X2

Y2

Y3

Y4

Y5

Y6

Y7

Y1

(b) 桁行方向（XY平面） 

X1 X7X6X5X4X3X2

(c)  鉛直方向（X1～X4構面） (d) 鉛直方向（X4～X7構面） 
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5．試験体損傷によるモード形状の変化 

 加振 No.21（無損傷時），37（損傷時）のランダム波による実験結果を用いて，4 章の算出方法から試

験体の損傷によるモード形状の変化を検討する．図 11 に加振波を比較したモード図を示す．ここでは，

梁間方向は X4 構面，桁行，鉛直方向は Y4 構面（図 2）を示す．図中の実線は無損傷時，破線は損傷時

の結果である。 

 

 図 11 より，壁，屋根ブレースが塑性し，4.3 節で示したように，固有振動数が梁間方向で 19％，桁行

方向で 64％低下したにもかかわらず，各方向の 1 次のモード形状は大きく変化しないことが確認でき

る．これは，フィルターを用いた同定 19)で得られたモード形状も一致することを確認した．また，損傷

時においても 1 次固有振動数における屋根面でのコヒーレンス値が高いことを確認しており 20)，モード

同定結果の信頼性は高いものと考えられる． 

 

6. まとめ 

 本報ではＥ－ディフェンスを用いた実大鉄骨造体育館加振実験より，振動特性のモード形状と減衰定

数に着目し，試験体の構造躯体の損傷により固有振動数が低下したときのモード形状と減衰定数の変化

の確認を目的とした．以下に得られた知見を示す． 

1. 加速度計が設置されていない位置の加速度応答を線形補間から算出した．中央部に位置する加速度

応答の算出は，適合率が高く補間を行えた． 

2. FDD 法を用いて同定した固有振動数は，ブレースの塑性化による試験体の固有振動数の低下を捉え

ることができた．これは既報 6)で示した伝達関数から算出した固有振動数の変化と良い対応を示し

た． 

3. 梁間，桁行方法の減衰定数はブレースの損傷に伴い上昇した．一方，鉛直方法の減衰定数に大きな

変化は見られなかった． 

4. 試験体屋根面の 1 次のモード形状は，屋根ブレースが塑性化しても大きく変化しないことを確認し

た． 
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ABSTRACT 
This study aims to grasp the response characteristics of the roof surface and propose external forces for designing 

the ceiling based on the data of E-defense shaking table test data by using real size steel gymnasium specimen. As a 

fundamental study, the authors confirmed that natural frequency decreases due to damage of specimen subjected to 

multiple excitation. In this paper, the mode shape is estimated from the value measured from the accelerometer on 

the roof surface of the specimen using the FDD method, and the mode shape due to damage is evaluated. 
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